（第６条関係）

年　　月　　日
京都市指定保存樹等助成事業

助成金計画等変更承認申請書
（宛先）

京都市長

申請者　住　所　〒
氏　名　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
（法人その他の団体にあっては名称及び代表者名）

電　話　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　京都市指定保存樹等助成事業実施要綱第６条第１項に基づき、下記の保存樹の維持管理に係る計画等を変更するので申請します。
記
１　対象となる保存樹等（必ず御記入ください）
	種別
	項目
	内容

	番号
	助成受付番号（※）
	

	保存樹等
	指定番号
	

	
	樹種名
	

	
	保存樹等所在地
	京都市


※　分からない場合、問合せ先まで御連絡ください。
	※　以下は、変更する箇所のみ御記入いただき提出してください。


２　代理人（※１）
	種別
	項目
	内容

	代理人
	住所
	〒


	
	氏名（※２）
	

	
	電話
	


※１　代理人が変更となる場合は、委任状も必要となります。
※２　法人その他の団体にあっては、名称及び代表者名を記入してください。
３　維持管理内容等
※　記入欄が足りない場合は別紙にして提出してください（様式任意）。
※　維持管理内容等の変更に関し、交付予定額の減額の割合が１０％以下の場合は、本申請書の提出は不要です。
※　予算の関係等で、増額が認められない場合があります。
※　交付予定額を変更する場合は、再度、見積書を御提出ください。
（１）維持管理の目的及び必要性
	


（２）維持管理の内容
	


（３）内容明細（本紙に併せて見積書を御提出ください。）
	項　　目
	細　　目
	費　　用
	備　　考

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	
	
	
	

	計
	
	千円
	


	助成金交付予定額
	千円
	上記金額の半額を記入
（千円未満切り捨て　上限３０万円）


　（※注意事項等）
　　○助成金の消費税額の取扱い等について
　“法人”が所有されている保存樹等において、本事業の助成金を申請される際に、消費税額を含んだ金額をもとに「交付予定額」を算出された場合は、申請した行為が完了した後、治療実績報告書（第１０条関係）等に加えて、仕入控除税額に係る資料を提出していただき、必要な場合は、当該仕入控除税額の全部又は一部を、本市に返還していただく必要があります（要綱第４条、第１０条、第１３条、資料「助成事業の助成金の消費税額の取扱い等について」参照）。
４　実施予定年月日
　　（※開始予定年月日だけが変更となる場合は、本申請書の提出は不要です。）
	開始予定年月日
	

	完了予定年月日
	


（※注意事項等）
○完了予定日が年度末となる場合の注意事項について
　完了予定年月日が２月末日以降の場合は、助成が認められない場合があります（申請者が報告書の提出期限を守れなかった場合、京都市が年度内に助成対象の行為が完了したことを確認することができなくなる可能性があるため（要綱第２条参照））。
※完了予定年月日が２月末日以降に変更する場合、事前にみどり政策推進室まで御連絡ください。
５　副申書
　維持管理内容等（申請した行為の内容等）が大きく変わる場合は、再度、副申書を作成して
ください（例：剪定を施肥に変更する　など）。
　なお、副申書は、維持管理内容等に関する樹木医又は樹木医と同等以上の知識経験を有する
者の副申を作成してください。

※樹木医とは、一般財団法人日本緑化センターによる樹木医認定制度に基づく樹木医資格の認定者を指します。
※副申書作成者が樹木医ではない場合は、経歴・実績等の資料を添付してください。
※記入欄が足りない場合は、別紙にして提出してください（様式任意）。
	副申書作成者
(所属・氏名・連絡先)
	

	(内容)



【問合せ先】
京都市建設局みどり政策推進室
　〒６０４－８５７１　京都市中京区寺町通御池上る上本能寺前町４８８
　ＴＥＬ　０７５－２２２－４１１３　ＦＡＸ　０７５－２１２－８７０４
　　（京都市処理欄）

	受　付　日
	受付番号
	備　　考

	　　　　年　　月　　日
	
	


（所有者）








